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 高等学校の特別支

援教育については，平

成 18年に学校教育法が改正され，高等学校も含め

た全ての学校において，特別な支援を必要とする

児童生徒に対し，障がいによる困難を克服するた

めの教育を行うことが明記されました。その後，

「発達障害支援モデル事業」が進められ，複数の指

定校における実践の成果や課題が示されていま

す。こうした中，中央審議会答申（2018）において，

インクルーシブ教育システムの構築を目指し，一

人一人の子供の状態に応じた，組織的・継続的な支

援の必要性が述べられており，そのための教職員の意

識や専門性の向上や，組織的な支援体制づくりが早急

に求められていると言えます。 

 高等学校の特別支援教育の現状と課題については，

これまでの研究から４点が明らかとなっています（左

【研究構想図】参照）。これらの課題を踏まえ，「高等学

校における特別支援教育の充実」に向けて，手立てを左

の３点にして研究を進めていくこととしました。 

 １点目の「校内研修プロ

グラムの作成」に当たって

は，専門性がなくても取り組めるものであることや，自

校で研修できるものであることなどの点に留意して作

成することとしました。 

 ２点目の「各校のニーズの把握」については，各校の

教員と特別支援教育コーディネーターから，それぞれ

調査を実施することとしました。 

 ３点目の「研修プログラムの活用および指導・支援の

実践」については，作成したプログラムを活用した研修

会を実施して，指導・支援の実践につなげていくことと

しました。各校のニーズを把握した上で，研修内容を特

別支援教育コーディネーターと検討し，９～11 月に研

修会と指導・支援の実践を行いました。 

研究主題 

Ⅰ 研究の構想 

一人一人の子供の状態に応じた 
組織的・継続的な指導が求められている 

教職員の意識や専門性の向上 
組織的な支援体制づくり    の必要性 

高等学校も含めた全ての学校において，障がい
による困難を克服するための教育を行うこと 

インクルーシブ教育システムの構築を目指す 

現状と課題 Ｈ18「学校教育法改正」により明記 

研究の手立て 



・教員は，学習面で支援を必要とする生徒の割合が多いと捉えている 
・生徒の卒業後の進路に向けた指導・支援が必要（特別支援教育 Co.） 
・教員が学びたいこと「就労・進学を見通した支援の在り方」 
・支援の必要な生徒への対応は､教員間の協力した対応ができている一 
方で，生徒の特性に応じた対応はできていないと捉えている教員も 
いる 
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６月 校内研修会①講義「支援を必要とする生徒の理解と支援」 
９月 学年研修会②「事例検討会」 
１１月 学年研修会③「個別の指導計画の活用」 

Ⅱ 実践 

・教員は，支援が必要と思われる生徒の割合は多くないと捉えている
（ほとんどの教員は「20％以下」という捉え） 

・学校規模が大きく，全体での研修会実施が難しい 
・授業における全体への支援は実施されている 
・「知識」と「実践」をつなぐための研修必要（特別支援教育 Co.） 
・「体制づくり」「支援会議定期開催」が課題（特別支援教育 Co.） 

・教員は，学習面，行動面ともに支援を必要とする生徒の割合が多い
と捉えている（「20％以上」いるが約半数） 

・授業では個別の対応も行っているが､特性に応じた対応はできてい
ないと考えている教員も４割いる 

・生徒理解を深めながら支援を考える力が必要（特別支援教育 Co.） 
・中高連携の授業公開予定 

９月 校内研修会①「事例検討会（見立て，指導，支援）」 
１０月 校内研修会②「授業づくり（指導・支援）」 
1０月 校内研修会③「事前研究会」 
１１月 校内研修会④「事後研究会」 

９月 校内研修会①講義「支援を必要とする生徒の理解と支援」 
９月 校内研修会②「事例検討会」 

11 月 校内研修会③「個別の指導計画の作成」 

Ａ校 全日制／普通科・専門学科／全１２学級 Ｂ校 全日制／普通科／全６学級 Ｃ校 定時制／普通科／全３学級 

実
践
❷ 

成
果
と
課
題 

詳しい研究内容やプログラムの内容をご覧になりたい方は下記からご覧下さい。本研究の「研究報告書」と「校内研修プログラ

ム集」がアップされています。http://www1.iwate-ed.jp//kankou/kkenkyu/174cd/h30ken.html 

インシデント・プロセス法を用いた事例検討会を行いました。担任が
困っていることを報告し，質問やもっている情報を共有し合って，対
象生徒の課題とその支援について共通理解を図りました。 

始めに，特別支援教育 Co.が作成した個別の指導計画を共有しまし
た。前回確認した支援を行った結果が担任から報告され，関わった教員
からの情報も加わり，対象生徒や保護者の変容が確認されました。 

生徒の問題となっている「行動」の機能を考えることにより，その行
動が維持されている要因を分析し，支援の方法を考える＜機能分析＞に
取り組みました。学年ごとに対象生徒を決めて検討しました。 

中高連携の授業公開に向けて，授業づくりのための研修会を行いまし
た。モデルとなる小学校と高等学校の授業を DVD で視聴し，その中から
工夫点を見付け，自分の目指す授業を確認しました。 

実態把握のための「Scale C3」を用いた事例検討会です。対象生徒の
困難さと強みを整理するために，各教員が付箋に具体的に書き出して，
下記の表に貼り付け，困難さの共通理解を図り支援を検討しました。 

個別の指導計画を作成するため，前回の内容を受けて，指導・支援の
実践の結果について報告し合いました。その結果，下記のような支援と
生徒の反応が共有され，対象生徒の新たな課題も明らかになりました。 

◎今後の支援の見通しと各教員のすべきことが明確になった 
◎対象生徒の変容を確認しながら教員間で支援の効果を実感できた 
▲進行をサポートするための資料が必要 
▲進行に関わって協議内容の焦点化と流れのポイントの明示が必要 

◎行動の背景を探りながら望ましい行動を考える道筋を体験できた 
◎モデルとなる授業から，自分の目指す授業のイメージをもてた 
▲確認した手立てが効果的ではなかった場面で支援が行き詰まった 
▲教員のニーズを踏まえた上でモデルとする授業内容の検討が必要 

◎観点に基づいて整理したことにより，詳細な実態把握ができた 
◎実態に即して新たな課題を見付け，指導・支援を検討できた 
▲「Scale Ｃ3」の理解を深める必要がある 
▲協議の際の視点やポイントの明示が必要 
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研究協力校３校の実践前の５月と実践後の 11 月に，教員の特別支援教育に対する

意識及び行動の変容を確認する質問紙調査を実施しました。 

 ｔ検定による比較からは，「特別支援教育に対する研修会を実施すること」の項目についてのみ，有

意差が認められ，他の項

目については認められま

せんでした。 

 また，回答となる４つ

の選択肢を肯定的回答と

否定的回答の２つに分

け，肯定的割合の変化を

実践前後で比較したとこ

ろ，40 項目中 10 項目で

増加しました。特に，

「支援が必要な生徒に対

する支援に取り組んでい

るか」の項目では，５月

の時点で先行研究による

調査から約 18.7％増え,

実践前後では更に 8.6％増加しました。「特別支援教育は全職員で取り組む必要があると思うか」につ

いては，実践後に肯定的回答の割合が 100％となりました。 

 本研究では，研修前後で意識の変化は認められましたが，５月と 11月の指導・支援の

実践前後での意識には変化が認められませんでした。このことについては，いくつかの

要因が考えられますが，その中の１つとして，取組期間の短さが影響している可能性があると考えます。

研究協力校３校それぞれの実践を整理すると，次のことが見えてきました。 

 各教員が「研修の効果を実感」してから「実践の効果を実感」するまでには，「指導・支援を試行錯誤

する段階」があり，その「指導・支援

を試行錯誤する段階」を学校体制の

中で，どのようにサポートしていくかと

いう点が重要であると考えられます。

教員が「指導・支援のイメージ」をも

ってから実践に臨み，生徒の変容が

見えないときに，専門家からの助言

を受ける機会や，同僚との情報共有

の場を設定することが必要であり，

研修会や支援会議を定期的に実施し

ていくことが必須であると考えます。 

 

 

 本研究における成果（◎）と課題（▲）の一部について示します。今後，更

に課題となった点について検討していく必要があると考えます。 

 

 

 

 

Ⅲ 結果と考察 

Ⅳ 研究のまとめ 

結 果 

考 察 

成果と課題 

◎校内研修プログラムを作成することにより，特別支援教育を進める過程のPDCAサイクルを示
すことができた 

◎講義形式の研修会ではなく，自分たちで情報を出し合って支援を検討する過程を体験したことに
より，実態把握及び指導・支援の考え方が分かり，他の生徒への応用も可能になった 

▲教員が指導・支援の効果を実感するための工夫 
▲特別支援教育コーディネーターが研修会を進めやすくするための工夫 


